
報告第１号 令和元年度事業報告の件 

 

第１ 総括 

令和元年度は、平成３０年度に引き続き、当協会の重点事業である長期相続

登記等未了土地解消作業（所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置

法第４０条に規定する特定登記未了土地の相続登記等に関する不動産登記の

特例）への対応とともに、新たな受託獲得のため、相続人調査業務を前面に押

し出して事業展開を行った。 

長期相続登記等未了土地解消作業においては、平成３０年度分の作業延長が

令和元年度早々から始まり、令和元年１２月まで継続された。結果、事業とし

ては、大きな赤字を生むこととなったが、本作業の担い手となることは、未登

記問題の解消を訴え続けてきた当協会の使命であるとの共通認識のもと、多く

の社員が団結し対応できたことは、今後の当協会にとって、事業収益以上の財

産を得ることに繋がったと実感している。 

また、令和元年度分の長期相続登記等未了土地解消作業（当協会が入札を経

て受託）についても令和元年１１月から開始した。平成３０年度分と並行する

形での作業であったが、引き続き、多くの社員に協力をいただいたことにつき、

厚く感謝申し上げたい。運営側においても、令和元年度分で新たに追加された

作業項目への対応のため、インフラ構築から管理、納品に至るまで、多くの時

間と労力をかけ、総力をあげて対応してきた。令和２年度も、長期相続登記等

未了土地解消作業を重点事業と捉え、使命感をもって対応していきたい。 

受託獲得のための活動としては、令和元年１１月から１２月にかけて、県内

の官公署３５箇所を訪問した。多くの官公署において、用地買収の前提として

の相続に関する問題を従前より抱えているが、所有者不明土地問題が社会問題

として表面化された今、相続登記未履行に対する官公署の危機意識は一層強く

なっている。これを踏まえ、相続人調査業務を含む当協会独自の単価表および

相続人調査業務に特化したパンフレット（ＫＯＳＨＯＫＵ ＬＥＴＴＥＲ ｖ

ｏｌ．７）を用意し、当協会が行う相続人調査業務の強みを伝え、実際に委託

の検討段階へとスムーズに進めていただけるように努めた。 

広報としては、公益社団法人静岡県公共嘱託登記土地家屋調査士協会（以下、

「土地家屋調査士協会」という。）との共催で官公署職員を対象とした第２回

用地買収問題シリーズ研修会を県下３会場で開催した。平成３０年度から開始

したシリーズ研修であるが、前回の参加者を大きく上回る計１６０名にご参加

いただいた。今後も、当協会と官公署とを結ぶ重要な広報活動として、官公署

職員に有意義となる研修を企画し、継続して開催していく予定である。 

令和元年度の事業収益は、約１６３７万円（長期相続登記等未了土地解消作

業を含まず）であり、前年比約１８％増であった。この結果は、普段から当協



会社員が適正かつ迅速に事件処理を行い、これについて官公署から信頼をいた

だけている証である。社員の皆様においては、官公署との信頼関係をより強固

なものにできるよう、引き続きの対応と協力をお願いする。 

以上報告した事業の他にも、多くの社員に参加いただき、執行部の活動を支

えていただいたことに深く感謝申し上げ、令和元年度事業報告の総括とする。 

 

第２ 事業 

１．未登記問題解消事業 

（１）長期相続登記等未了土地解消作業 

・平成３０年度作業の納品 

平成３０年１２月から開始された同作業であるが、個々の事件完了の  

都度、随時納品を行った。 

・令和元年度作業の開始 

   令和元年度の同作業についても当協会が落札し、社員に配分をした。 

  （詳細は、特措法対応委員会からの委員会報告で説明） 

 

（２）官公署向け「第２回用地買収問題シリーズ研修会」の実施 

平成３０年度に引き続き、土地家屋調査士協会との協働で官公署職員を対象

とした研修会を実施した。 

 （詳細は、企画・広報委員会及び研修委員会からの委員会報告で説明） 

 

（３）静岡県議会による意見書採択に関する意見交換会 

令和元年９月６日、各関連団体と共に、山田誠県議、相坂摂治県議、良知淳

行県議の３名の顧問県議らと意見交換会を実施した。 

 当協会から提出した意見・要望は以下の通り。 

① 道路内民有地の解消に関する要望 

② 入札要件に関する要望 

③ 代替地の中間省略登記に関する要望 

 

２．受託推進事業 

（１）官公署訪問 

理事長就任の挨拶及び当協会の広報を兼ね、県内各地の主要な官公署を訪問

した。その際、官公署が用地買収等の際に必要としているもの（当協会に求め

ているもの）を聴取し、今後の関係拡大・具体的な事業の方向性を検討するこ

ととした。 

 

 



① 令和元年１１月１５日 浜松地区 

・浜松市 南土木西部事務所・公園課・道路企画課・建設行政課 

北土木整備事務所・浜北土木管理グループ・天竜森林事務所 

東・浜北土木整備事務所・天竜土木整備事務所 

・静岡県 浜松土木事務所・浜松土木事務所天竜支局 

・湖西市 資産経営課 

② 令和元年１１月１８日 富士・富士宮地区 

・静岡県 富士土木事務所・富士農林事務所 

・富士市 資産経営課・みどりの課・市街地整備課・建設総務課 

・富士宮市 管理課・道路課・建築住宅課 

③ 令和元年１１月２０日 静岡地区 

・国土交通省 静岡河川事務所 総務課 

・国土交通省 静岡国道事務所 用地課 

・静岡県 公共用地課・農地整備課・静岡土木事務所 

 ・静岡県土地公社 

 ・静岡県道路公社 

 ・静岡県農業振興公社 

 ・静岡市 建設政策課・土木管理課 

④ 令和元年１２月１１日 東部地区 

・裾野市 建設部 

 ・御殿場市 都市建設部道路河川課 

 ・長泉町 建設計画課 

 ・静岡県 沼津土木事務所 用地調整課・用地企画課 

 ・沼津市 まちづくり指導課・市街地整備課・道路建設課・農林農地課 

  河川課・沼津駅周辺整備事務局整備課・維持管理課 

   住宅営繕課 

・国土交通省 沼津河川国道事務所 用地課 

 ・清水町 建設課 

 ・函南町 建設課 

 ・三島市 管財課・都市整備課・土木課・建築指導課・企業立地推進課 

⑤ 令和元年１２月１３日 志太榛原地区 

  ・静岡県 島田土木事務所 用地調整課・用地企画課  

  ・島田市 すぐやる課・建設課 

  ・牧之原市 建設管理課 

  ・吉田町 都市建設課 

  ・藤枝市 建設管理課 

  ・焼津市 土木管理課  



⑥ 令和元年１２月２０日 磐田・掛川地区 

・磐田市 道路河川課・資産管理グループ 

 ・森町 建設課 

 ・袋井市 建設課 

 ・静岡県 袋井土木事務所 

 ・掛川市 管財課・土木課・維持管理課 

 ・菊川市 建設課 

 ・御前崎市 建設課 

    

（２）受託推進活動ツールの充実 

 ① 協会独自の報酬表（単価表）の作成 

官公署からの見積依頼に迅速に対応できるように、協会独自の報酬表（単

価表）を作成した。また、新たに相続人調査業務の基準単価を設けたことに

より、今後、官公署が相続人調査業務の委託を検討する前提として、予算を

組みやすい仕組みを構築した。 

 

 ② 相続人調査業務推進のためのパンフレット（提案書）の作成 

今年度の官公署向け広報誌であるＫＯＳＨＯＫＵ ＬＥＴＴＥＲについ

ては、特集号として相続人調査業務のスキーム、メリット等を掲載したパン

フレット形式とし、官公署訪問の際に上記単価表と共に配布した。 

 

 ③ 当協会が受託できない業務への対応 

財産管理業務や裁判事務、成年後見業務など、当協会が受託できない業務

について、スムーズに当協会の社員へと繋げられる仕組みを検討中であり、

現在も本会と協議中である。 

 

（３）提案型の活動の企画 

令和元年１１月・１２月に実施した官公署訪問の際の県内各地官公署職員か

らのヒアリング結果及び令和２年２月に県内３会場で実施した第２回用地買

収問題シリーズ研修会のアンケート結果を元に、今後、官公署が用地買収・嘱

託登記の際に当協会に求めているものを分析し、企画・提案していく。 

 

（４）入札対応 

・静岡地方法務局における令和元年度長期相続登記等未了土地解消作業にお

ける入札を行い、当協会が落札した。 

  （詳細は、特措法対応委員会からの個別事業報告で説明） 

 



・長期相続登記等未了土地解消作業以外については、県内の案件については、

平成３０年度に引き続き、入札情報をもとに入札を行った。 

  （詳細は、入札委員会からの委員会報告で説明） 

 

３．共催・連携事業 

（１）土地家屋調査士協会との連携 

平成３０年度に引き続き、土地家屋調査士協会との協働により、第２回用地

買収問題シリーズ研修会を実施した。この際、平成３０年度中に、当協会、土

地家屋調査士協会ともに執行部の交代があったため、実際に顔合わせを含めた

研修会の打ち合わせを行った。また、土地家屋調査士協会主催の公開講座への

参加、同協会の定時総会へ出席するなど、関係を深めている。 

 

（２）関連団体との調整 

令和元年８月２７日、当協会と静岡県司法書士会、静岡県司法書士政治連盟、

公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート静岡支部、静岡県青年司法

書士協議会の代表者で五会合同会議を開催し、今後の各団体の運営、団体間の

調整等を協議した。 

 

第３ 組織運営 

１．総務委員会 

（１）受託収入及び処理状況 

① 総受託収入（昨年度比） 

平成３０年度の受託額は金１３，８５２，６８５円であったところ、令和

元年度は約１８％増の金１６，３６９，５４５円であった。 

（但し、平成３０年度長期相続登記等未了土地解消作業の受託収入を除く） 

 

② 受託処理状況 

令和元年度の受託処理状況については、後記「受託処理の状況（平成３１

年４月１日～令和２年３月３１日入金分）」を参照。 

 

（２）受託事件の配分 

① 浜松地区（浜松市内）の配分の運用状況 

浜松市からの受託事件について、浜松地区（浜松市内のみ）の各社員一人

当たりの売上額ができる限り公平・平等となるよう、平成２９年度から新配

分グループによる受託事件配分の運用を開始したが、令和元年度は配分委員

の交代時期にあたり、新旧配分委員の引継ぎがスムーズに行われるよう、ま

た受託・配分・事件処理の円滑化をより進めるため、「浜松地区 新旧配分



委員 職務引継に関する情報交換会」を開催した。その結果、配分委員の引

継ぎに伴う新たな問題点は生じず、より円滑な業務運営がなされた。 

 

② 通信費の支給 

平成３０年度に引き続き、令和元年度も、配分委員に対し、通信費として

配分１回につき５００円の支給を実施した。 

 

③ 配分委員等特別手当の創設 

相続人調査業務を担当した配分委員や業務責任者（以下、「配分委員等」

という。）に対し、通常の配分委員等が行う業務に比べ負担が大きいため、

前記通信費支給以外に、受託内容を記載した報告書の提出を要件に、特別な

手当（配分委員等特別手当）を支給する制度を新たに設けた。 

令和元年度は配分委員等２名より報告書が提出され、それぞれ支給した。 

 

（３）執務体制等 

① 事務局運営の管理・改善 

当協会で雇用しているパート従業員との雇用契約に関し、これまで当協 

会が交付していた労働条件通知書では、条項の解釈に疑義が生じる箇所があ

ったため、改めて労働条件通知書兼労働契約書を取り交わしてその解釈を明

確にし、それに伴う所要の措置を講じた。 

 

② 公嘱管理システムの実働 

平成３０年１０月１日より、受託事件の管理に係る事務等の効率化を目 

的として公嘱管理システムを導入し、令和元年度から試験的に実働を開始し

た。しかし、嘱託登記以外の受託事件の入力方法や、源泉所得税の計算に関

する不具合など新たな問題が次々に発生したため、その都度対応をしている。 

 

③ シルバー人材センターからのパート雇用 

平成３０年度及び令和元年度長期相続登記等未了土地解消作業の遂行に

あたり、受託社員からの公用請求書の取りまとめ、受託社員への戸籍類の送

付等事務作業が、当協会事務局のみならず、本会事務局までも過大な負担と

なったため、平成３１年３月より令和２年２月まで、公益社団法人静岡県シ

ルバー人材センター連合会よりパート従業員を２名受け入れ、当該作業に従

事させた。 

 

④ 新規パート雇用 

前記シルバー人材センターからのパート雇用が令和２年２月で終了とな



ったため、当協会で独自にパート従業員の募集を行い、令和２年３月より２

名を新たに雇用して、令和元年度長期相続登記等未了土地解消作業における

事務作業等に従事させ、現在も雇用継続中である。 

 

⑤ 新規入会社員への対応 

新たに司法書士登録を行った会員に対し、当協会への入会を働きかける 

ため、本会で行われた登録証交付式へ理事長、副理事長が出席し、これまで

の当協会の実績や入会の利点などを記載した入会案内、ＴＨＥ ＫＯＳＨＯ

ＫＵ ＴＩＭＥＳ、ＫＯＳＨＯＫＵ ＬＥＴＴＥＲを手渡し、積極的にアピ

ールを行った（令和元年度は計５回）。 

 

２．企画・広報委員会 

（１）第２回用地買収問題シリーズ研修会の開催 

本事業は、官公署における嘱託登記業務の円滑化に寄与することを目的に、

土地家屋調査士協会との共催で、官公署職員向けの研修会として県内３会場で

実施した。 

土地家屋調査士協会との用地買収問題シリーズ研修会は、平成３０年度に引

き続き２度目となる。定期実施が可能となるよう、両協会で企画運営し経費面

でも非常に効率的且つ効果的な事業となっている。前回に引き続き研修後の参

加者アンケートでも好評を得た本企画は、令和２年度以降も、土地家屋調査士

協会との協働のもと、継続的に実施していく予定である。 

① 東部会場 

日 時  令和２年２月１３日（木） 

場 所  プラサヴェルデ  

講 師  伊藤隆理事長（第２講） 

出席者  ６７名（官公署職員） 

② 西部会場 

日 時  令和２年２月１９日（水） 

場 所  アクトシティ浜松 

講 師  鈴木真也研修委員（第２講） 

出席者  ４９名（官公署職員） 

③ 中部会場 

日 時  令和２年２月２６日（水） 

場 所  静岡県司法書士会館 

講 師  伊藤達也副理事長（第２講） 

出席者  ４６名（官公署職員） 

（研修内容について、研修委員会からの委員会報告で説明） 



 

（２）公嘱だより 

平成３０年度に引き続き、本会通信に「公嘱だより」として活動報告を掲載

した。執筆者は次のとおり。 

令和元年 

７月号 就任のご挨拶 

（伊藤隆理事長） 

８月号（公社）静岡県公共嘱託登記土地家屋調査士協会主催 

公開講座参加報告 

（宇佐美正和専務理事）   

９月号 表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する 

法律について 

（宮内裕光理事） 

１０月号 公嘱協会からの研修のご案内 

      （伊藤達也副理事長） 

１１月号 静岡県議会による意見書採択に関する意見交換会参加報告 

         （金子伸也副理事長） 

１２月号 長期相続登記等未了土地解消作業の振り返りとこれから 

（藤原俊三副理事長） 

令和２年 

１月号 受託推進活動‐新理事長就任あいさつ回りに参加して 

（眞野豊副理事長） 

２月号 長期相続登記等未了土地解消作業における公用請求書仕分け作業 

（宮内裕光理事） 

３月号 第２回用地買収問題シリーズ研修会 参加報告 

（田中浩彰理事） 

４月号 浜松市建築行政課における嘱託登記配分処理について 

（山﨑久紀理事） 

５月号 長期相続登記等未了土地解消作業 令和 2年 3月までのご報告 

（小倉実理事） 

 

（３）ＫＯＳＨＯＫＵ ＬＥＴＴＥＲの発行 

官公署向け広報誌ＫＯＳＨＯＫＵ ＬＥＴＴＥＲ ｖｏｌ．７を発行した。 

当協会でおこなっている相続人調査方法を分かりやすく説明するとともに、

「公共事業における相続人調査」と題し、官公署職員が、旧民法が適用される

相続、又は、相続人が多数となる相続の相続人調査をおこなう際に注意しなけ

ればならない点等を掲載して、困難な案件を当協会へ依頼していただけるよう



受託推進活動も兼ねた広報誌として発行した。 

 

（４）ＴＨＥ ＫＯＳＨＯＫＵ ＴＩＭＥＳの発行 

社員向け広報誌ＴＨＥ ＫＯＳＨＯＫＵ ＴＩＭＥＳを令和１年９月に第１

１号をＣＯＭＰＡＳＳにより全会員に配信した。 

新たな役員での当協会がスタートし、社員の皆様への役員挨拶、委員会の紹

介、長期相続登記等未了土地解消作業の状況、嘱託登記入門など当協会の活動

を掲載した。 

 

（５）Ｆａｃｅｂｏｏｋページの活用 

Ｆａｃｅｂｏｏｋページでは、平成３０年長期相続登記等未了土地解消作業

において判明した相続人への相続登記説明・相談会の様子や第２回用地買収問

題シリーズ研修会開催報告などを投稿した。 

 

（６）ホームページ 

“Ｎｅｗｓ＆Ｔｏｐｉｃｓ”コーナーで広報誌ＫＯＳＨＯＫＵ ＬＥＴＴＥ

Ｒ ｖｏｌ．７、第２回用地買収問題シリーズ研修会開催報告を掲載した。 

 

３．入札委員会 

（１）入札事件への対応 

官公署に対する入札については、国土交通省中部地方整備局のインターネッ

トサイトを定期的に確認し、そこで得た入札公告等の情報をもとに入札に参加

した。 

 

【令和元年度に当協会が落札した官公署及び落札価格（開札日）】 

（ⅰ）沼津河川国道事務所  落札価格１８，０００円（４月 ８日） 

（ⅱ）静岡国道事務所    落札価格 ３，６５０円（５月２８日） 

（ⅲ）静岡河川事務所    落札価格 ５，５８０円（７月１６日） 

 

【令和元年度に入札したが落札できなかった官公署及び落札価格（開札日）】 

（ⅰ）三重河川国道事務所  落札価格 ４，６７０円（４月 ４日） 

（ⅱ）岐阜国道事務所    落札価格 ３，０００円（４月１０日） 

（ⅲ）富士砂防事務所    落札価格 ４，３８０円（４月１０日） 

（ⅳ）紀勢国道事務所    落札価格 ４，２８０円（５月 ７日） 

（ⅴ）名古屋国道事務所   落札価格１３，９００円（４月２５日） 

（ⅵ）多治見砂防事務所   落札価格 ３，０００円（５月 ９日） 

（ⅶ）設楽ダム工事事務所  落札価格 ２，９９０円（５月１５日） 



（ⅷ）越見山系砂防事務所  落札価格 ２，９９０円（６月 ３日） 

（ⅸ）木曽川上流河川事務所 落札価格 ２，９００円（７月３１日） 

 

（２）入札の競争参加資格に関する要望書提出 

令和元年９月６日に開催された静岡県議会による意見書採択に関する意見

交換会において地域要件及び人数要件（応札する者の司法書士在籍要件を５名

以上にすること）の設定を求める趣旨の入札の競争参加資格に関する要望書を

提出した。 

 

（３）業者登録及び基本契約締結の推進 

官公署が当協会に業務を発注する場合、その前提として必要な基本契約を締

結しており、基本契約を締結した一部の官公署から基本契約と併せて業者登録

をすることを求められることがある。そこで、当協会がどこの官公署と基本契

約を締結していてそのうち業者登録をしているところがどこか一覧できる資

料を作成した。 

 

４．研修委員会 

（１）社員向け定時総会前研修会の実施 

社員研修 令和元年６月２１日（金） 

「相続人特定のための資料集・解説」 

 講 師：牧野賢努研修委員 

社員総会に先立ち、日本司法書士会連合会の空き家・所有者不明土地問題

等対策部が作成した「相続人特定のための資料集」の解説をテーマに、社員

向け研修会をおこなった。 

 

（２）第２回用地買収問題シリーズ研修会の開催 

【第１講】「地積測量図の変遷」 

（土地家屋調査士協会が担当） 

 

【第２講】「旧民法から現行民法に至る相続適用法の変遷と相続人調査の方法」

（当協会が担当） 

現在、所有者不明土地問題が社会問題となっており、公共用地の取得に

際しても、長期間相続登記が未了のままの不動産がある場合には、その相

続人調査に際して、現行民法だけでなく、場合により旧民法が適用となる

場合もある。そこで、当協会社員より、相続人調査の方法も交えて、相続

に関する旧民法から現行民法までの変遷について解説した。 

 



この用地買収問題シリーズ研修会は、官公署における嘱託登記業務の円滑化

に寄与することを目的とした、土地家屋調査士協会との共催による、官公署職

員向けの研修会である。今回は、平成３０年度に続く、第２回目となる。 

今回当協会が研修を担当した「相続適用法の変遷と相続人調査の方法」につ

いては、官公署職員の方々の関心も高く、研修会終了後講師や当協会役員が、

質問や相談を受けるなど、今後の受託につながる動き、可能性を感じた研修会

となった。 

 

（３）本会との共催による、令和元年度第２回会員特別研修会 

令和２年２月２９日（土）に開催する予定で、令和元年度第２回会員特別研

修会を、本会の研修委員会と共催の形で企画をした。 

研修の内容としては、「境界紛争、道路内民有地を巡る問題について～所有

者不明土地に関連する問題を中心に～」をテーマとし、講師には元東京法務局

長で弁護士の寳金敏明先生をお招きする予定であった。 

しかし、開催予定時期の直前に新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大す

る様子を見せ、日本司法書士会連合会や他県の司法書士会の研修会をはじめ、

社会全般で各種イベントの中止が相次ぐ状況となったため、残念ながら本研修

会は中止となった。 

今回は、中止となったが、当協会としては、今回企画した研修が、所有者不

明土地問題に関連する境界紛争、道路内民有地を巡る問題につき、各社員が理

解を深める絶好の機会であると思われるため、引き続き令和２年度も研修が開

催できるよう、講師の寳金先生に打診していきたいと考えている。 

 

（４）講師派遣制度（出前講座） 

受託推進の一環として、官公署等の職員を対象とする嘱託登記手続きに関す

る研修会の講師派遣を無料で実施している。令和元年度は、官公署等の職員を

対象とする講師派遣の依頼はなかったが、今後問い合わせがあった場合、丁寧

な対応をすることで、受託につなげるような活動をしていきたいと考えている。 

 

５．特措法対応委員会（長期相続登記等未了土地解消作業対応） 

（１）平成３０年度作業報告（詳細は別冊資料参照） 

標記作業の対象１０００件のうち、平成３０年度納期に未完了となった５３

４件について、引き続き１１０名の社員の皆様に御協力をいただいて作業を行

った。 

平成３０年度作業においては、中断を挟んで作業再開後、自治体から返送さ

れた戸籍等を担当社員宛に発送する作業を、当協会に代わって法務局に担当し

て頂いたため、当協会の負担はかなり軽減することができた。 



最終的に開始から１年を超える作業となったが、調査対象の９割以上の登記

名義人について調査を完了することができた。 

 

（２）令和元年度作業報告（詳細は別冊資料参照） 

令和元年度の作業についても当協会が落札し、７７名の社員の皆様に御協力

をいただいて調査を行った。 

令和元年度作業では、上記戸籍等の発送作業を法務局に代わって再び当協会

が担当することになったほか、新たに公用請求書を各自治体宛に発送する作業

も当協会が担当することとなった。これにより、大量の公用請求書・戸籍の仕

分け作業等が必要となり、人員不足を補うために臨時に雇用した職員の他、必

要に応じて当協会の理事も作業に動員するなどの対応を行った。 

さらにこれに加えて、公用請求書・戸籍等の発受の記録、使用するレターパ

ックの記録も求められたことから、これに対応する管理システムを構築するた

めに、公用請求書にバーコードを表示するためのパソコン用ソフトなどの設備

を新規に導入した。 

このように、当協会の負担は平成３０年度作業よりも大幅に増加したものの、

作業開始から年度末までの約４ヶ月間で、調査対象のうち３割近くの登記名義

人について調査を完了した。 

 

 


